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伴う賃上げと大衆消費社会への突入、文民政権による経済自由化などの中、韓国は順調な経済成長を続けた。しかし、行き過ぎた自由化は過剰投資を招き、一九九七 ・九八年の通貨危機に繋がった。半導体、 動車などの主要産業も程度の差はあれ危機荒波を被った。 かし、経営不良のプレーヤーが不断に淘汰されたことや、生き残った企業 それぞれに努
力を傾けたことにより、主要産業は次第に骨太の体質を備えるに至った。その過程で韓国は、サムスン電子や現代自動車、ポスコなど、世界的な競争力を持つ優良企業を輩出するに至った。今や韓国主要産業の消長は日本をはじめとする海外の競争者にも強い影響を与えるよう なっている。
　韓国の主要産業を重点的に扱う日










は、現在でも半導体産業では税制支援が投資促進効果を持つことが示されている。金融（第六章、 高安雄一）については、危機後の構造改革で健全性を急速に回復したがサービス業としての産業競争力は脆弱であること、韓国の銀行が優位にある国内与受信事業は今後の成長に限界があり、投資銀行業務や海外展開 今後の成否がかかるこ 、などが述べられている。
　現在、韓国経済はアメリカのサブ



























のグローバル化』 （エルゼビア ・ ジャパン 　二〇〇八年）は、世界的な看護師不足と、 の国際 を引き起こす諸要因、 そして、 それに伴っ
て生じる現象や問題を扱っている。この中で、先進国が看護分野の労働力不足を補うために積極的に外国人採用政策を推進すること 、今度は開発途上国で看護師が不足する事態を招くことが述べられている。さらに、南アフリカやアイルランドのように、流出によって自国で不足す看護師を補うため、さらに他の開発途上国から看護師を受け入れるといった労働移動の悪循環も指摘されている。
　医療・介護分野における移民の送
り出し国と受け入れ国の実態については、最近出版された以下の三冊がある。いずれも特に女性移民 焦点を絞っ いるわけではないが、貴重な事例研究として紹介す まず外国人労働者の受け入れ国側に関する実態調査として、多々良紀夫ほか編著『イギリス・ドイツ・オランダの医療・介護分野の外国人労働者の実態』 （国際社会福祉協議会日本国委員会 　二〇〇六年）がある。同書は二〇〇三年から三年にわたって欧州三カ国で実施した調査の結果をまとめたものである。次に、久場嬉子編著『介護・家事労働者の国際移動―
エスニシティ・ジェンダー・ケア






開発途上国の両方で女性の 力が市場を通じて調達されるようになり、女性の社会進出によっ 外部化さた再生産労働を移民（とりわけ移民女性）が担うようになってき いる。グローバル化とジェンダーという観点から の国際労働移動を分析しているのが、伊豫谷登志翁編『経済のグローバリゼ ションダー』 （明石書店 　二〇〇一年）と、サスキア・サッセン著『グローバル空間の政治経済学
―
都市・移民・
情報化』 （田淵太一ほか訳 岩波書店 　二〇〇四年）である。
　最後に、お茶の水女子大学が実施
した平成一 ～平成一三年の重点研究プロジェクトの成果出版物であ『 「グローバル化とジェンダー規範」に関する研究報告書』を挙げておく。研究会およびシンポジウムの記録と研究論文を収録する他、巻末に付した参考文献が言語別・著者別に関連文献を網羅していて極めて有益である。
（きし 　まゆみ／アジア経済研究所図書館）
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